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　　　告　　　示
○保安林の指定施業要件の変更……………………（自然環境課）35
○土砂災害警戒区域の指定の解除………………………（砂防課）35
○土砂災害特別警戒区域の指定の解除…………………（　〃　）35
　　　公　　　告
○土地改良区の土地改良事業計画変更の認可……（農村整備課）35
○県営土地改良事業の工事の完了…………………（　　〃　　）35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行
　細則の一部を改正する規則………………………（障がい福祉課）１
○建設業法施行細則の一部を改正する規則……………（管理課）３
○宮崎県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則…（盛土対策課）３

規　　　　　則

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第33号
　　　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則
　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（平成26年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
様式第17号の２（第15条の２関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事
　　［略］

様式第17号の２（第15条の２関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健所長
　　［略］

　別記様式第22号を次のように改める。



宮　崎　県　公　報令和 ７ 年 ５ 月 １ 日（木曜日）　第 607 号

─ 2 ─



─ 3 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ７ 年 ５ 月 １ 日（木曜日）　第 607 号

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
改正前 改正後

様式第25号（第20条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　 申請者　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　 住　所
　　　　　　　　　　　　　　　 個人番号
　　　　　　　　　　　　　　　 現行の手帳番号
　　［略］

様式第25号（第20条関係）
　　［略］
　　　　　　　 精神障害者本人　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　 　住　所
　　　　　　　　　　　　　　 　個人番号
　　　　　　　　　　　　　　 　現行の手帳番号
　　［略］

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の規定に定める様式による
　用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　建設業法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第34号
　　　建設業法施行細則の一部を改正する規則
　建設業法施行細則（昭和47年宮崎県規則第18号の２）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
第２条　省令第６条第２号（省令第13条第１項、第13条の２第10項
　及び第13条の３第８項において準用する場合を含む。）の規定に
　より知事が定める許可申請書及びその添付書類並びに省令第11条
　（省令第13条第１項において準用する場合を含む。）において準
　用する省令第６条第２号の規定により知事が定める届出書及びそ
　の添付書類の部数は、正本１通及び副本２通とする。

第２条　省令第６条第２号（省令第13条第１項、第13条の２第11項
　及び第13条の３第９項において準用する場合を含む。）の規定に
　より知事が定める許可申請書及びその添付書類並びに省令第11条
　（省令第13条第１項において準用する場合を含む。）において準
　用する省令第６条第２号の規定により知事が定める届出書及びそ
　の添付書類の部数は、正本１通及び副本２通とする。

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則をここに公布する。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第35号
　　　宮崎県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則
　（趣旨）
第１条　この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第 191号。以下「法」という。）、宅地造成及び特定盛土等規制法施
　行令（昭和37年政令第16号。以下「政令」という。）及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和37年建設省令第３号。以下「省
　令」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
　（用語の定義）
第２条　この規則で使用する用語は、法及び政令において使用する用語の例による。
　（証明書及び許可証の様式）
第３条　法第７条第１項（法第24条第２項（法第48条において準用する場合を含む。）及び第43条第２項において準用する場合を含む。）
　及び第２項の証明書は身分証明書（別記様式第１号）によるものとし、同条第２項の許可証は土地の試掘等の許可証（別記様式第２号）
　によるものとする。
　（設計者の資格を証する書類）
第４条　省令第７条第１項第５号の資格を有する者であることを証する書類は、設計者の資格に関する申告書（別記様式第３号）によるも
　のとする。
　（土地の権利を有する者の同意を得たことを証する書類）
第５条　省令第７条第１項第10号及び第２項第８号の全ての同意を得たことを証する書類は、権利者の同意書（別記様式第４号）によるも
　のとする。
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　（住民への周知措置を証する書類）
第６条　省令第７条第１項第11号及び第２項第９号の措置を講じたことを証する書類は、周知措置報告書（別記様式第５号）によるものと
　する。
　（工事の許可の申請書の添付書類）
第７条　省令第７条第１項第12号及び第２項第10号並びに省令第63条第１項第２号及び第２項第２号の規則で定める書類は、次に掲げるも
　のとする。
　　（１）　申請に係る土地の登記事項証明書、権利者関係一覧表（別記様式第６号）及び公図（不動産登記法（平成16年法律第 123号）第14
　　条第１項の地図又は同条第４項の地図に準ずる図面をいう。）の写し
　　（２）　工事主の資力及び信用に関する申告書（別記様式第７号）及び工事主に係る主たる取引金融機関の預金残高証明書又は融資証明書
　　（３）　工事主が法人の場合にあっては法人税の納税証明書、個人の場合にあっては所得税の納税証明書
　　（４）　工事施行者の能力に関する申告書（別記様式第８号）及び工事施行者が法人の場合にあっては、法人の登記事項証明書
　　（５）　前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類
　（工事の協議）
第８条　法第15条第１項又は法第34条第１項の規定により国又は都道府県、指定都市若しくは中核市（以下「都道府県等」という。）が宅
　地造成又は特定盛土等に関する工事について知事に協議をしようとするときは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（別記様
　式第９号）に省令第７条第１項各号（第８号、第９号及び第12号を除く。）並びに第７条第１号及び第５号に掲げる書類を添付して知事
　に提出しなければならない。
２　法第15条第１項又は法第34条第１項の規定により国又は都道府県等が土石の堆積に関する工事について知事に協議をしようとするとき
　は、土石の堆積に関する工事の協議書（別記様式第10号）に省令第７条第２項各号（第６号、第７号及び第10号を除く。）並びに第７条
　第１号及び第５号に掲げる書類を添付して知事に提出しなければならない。
３　知事は、前２項に規定する協議書の提出があったときは、その内容を調査し、適当と認めるときは、宅地造成等に関する工事の協議成
　立通知書（別記様式第11号）により当該協議者に通知するものとする。
　（工事の軽微な変更の届出）
第９条　法第16条第２項又は第35条第２項の規定による届出をしようとする者は、宅地造成等に関する工事の変更届出書（別記様式第12号
　）を知事に提出しなければならない。
　（工事の変更協議）
第10条　法第16条第３項において準用する法第15条第１項又は法第35条第３項において準用する法第34条第１項の規定により国又は都道府
　県等が宅地造成又は特定盛土等に関する工事について知事に変更の協議をしようとするときは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の
　変更協議書（別記様式第13号）に省令第７条第１項各号（第８号、第９号及び第12号を除く。）並びに第７条第１号及び第５号に掲げる
　書類のうち宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して知事に提出しなければならな
　い。
２　法第16条第３項において準用する法第15条第１項又は法第35条第３項において準用する法第34条第１項の規定により国又は都道府県等
　が土石の堆積に関する工事について知事に変更の協議をしようとするときは、土石の堆積に関する工事の変更協議書（別記様式第14号）
　に省令第７条第２項各号（第６号、第７号及び第10号を除く。）並びに第７条第１号及び第５号に掲げる書類のうち土石の堆積に関する
　工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して知事に提出しなければならない。
３　第８条第３項の規定は、前２項の変更協議について準用する。
　（工事の定期の報告）
第11条　省令第48条第１項又は省令第78条第１項の報告書は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書（別記様式第15号）によ
　るものとする。
２　省令第48条第２項又は省令第78条第２項の報告書は、土石の堆積に関する工事の定期報告書（別記様式第16号）によるものとする。
　（工事の変更届出）
第12条　法第21条第１項又は法第40条第１項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、宅地造成
　等に関する工事の届出の変更届出書（別記様式第17号）を知事に提出しなければならない。
　（擁壁等に関する届出工事の変更届出）
第13条　法第21条第３項又は法第40条第３項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、擁壁等に関す
　る工事の届出の変更届出書（別記様式第18号）を知事に提出しなければならない。
　（工事の着手届出）
第14条　法第12条第１項又は法第30条第１項の許可を受けた工事主は、当該許可に係る工事に着手したときは、宅地造成等に関する工事着
　手届出書（別記様式第19号）を知事に提出しなければならない。
　（工事の中止等の届出）
第15条　法第12条第１項若しくは法第30条第１項の許可を受けた工事主、法第21条第１項若しくは法第40条第１項の規定による届出をした
　工事主又は法第21条第３項若しくは法第40条第３項の規定による届出をした者は、当該許可等に係る工事を中止し、若しくは中止した工
　事を再開し、又は工事を廃止しようとするときは、速やかに宅地造成等に関する工事の中止・再開・廃止届出書（別記様式第20号）を知
　事に提出しなければならない。
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　（工事許可等証明書の交付の申請）
第16条　省令第88条の書面の交付を受けようとする者は、宅地造成等に関する工事許可等証明申請書（別記様式第21号）を知事に提出しな
　ければならない。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
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告　　　　　示

宮崎県告示第 265号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の２の規定により、次の
とおり保安林の指定施業要件を変更する。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　日南市南郷町榎
　原字山田丙 346－１・丙 348（以上２筆について次の図に示す部
　分に限る。）、丙 325－７
２　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県南那珂農林振興
　局並びに日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 266号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により平成30年宮崎
県告示第 298号で指定した次の土砂災害警戒区域の指定を解除する
。
　なお、解除する土砂災害警戒区域の表示については、次の図のと
おりとする。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

串 間 市 笠 祇 ４ Ⅱ－１－4739 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県串間土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 267号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規定により、平成30年宮
崎県告示第 299号で指定した次の土砂災害特別警戒区域の指定を解
除する。
　なお、解除する土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の
規制に必要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする
。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

串 間 市 笠 祇 ４ Ⅱ－１－4739 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県串間土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

公　　　　　告

　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第48条第９項において準用
する同法第10条第１項の規定により、川南原土地改良区（川南町）
の土地改良事業計画（維持管理事業）の変更を認可した。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次の地区の県営土地改良事業の施行に伴う工事は、完了した。
　　令和７年５月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

地 区 名 市町村名 事　業　名 完了年月日

高 平 高鍋町 防災ダム整備事業 令和７年３月18日

染 ヶ 岡 ・
鬼 ヶ 久 保

高鍋町・
川南町

畑地帯総合整備事
業（担い手支援型
）

令和７年３月25日
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